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研究成果の概要： 
本研究では、介護サービス情報公表制度システムで公開されているデータを集計、分析する

ことにより、サービスの課題を析出している。居宅介護支援（ケアマネジメント）サービスを

とりあげ、神奈川県の全県データを使用した。神奈川県においては、平成 18 年度に 1,289 の
居宅介護支援事業所に調査が実施され、1,285事業所の介護サービス情報が公表されている。 
 本研究の総合的所見では、「サービスの内容に関する課題」より「事業所の運営状況に関する

課題」に抽出項目が多い傾向が見られた。アセスメントシートの作成など日々の業務の中心と

なる作業については行っているが、その業務の改善、効率的運営、コンプライアンス的側面に

ついて十分でない事業所が多いことが明らかとなった。居宅介護支援の事業所は日々の業務に

追われ、サービスの質の改善、組織運営について考慮、実施する時間と余裕がない状況が示唆

されている。 
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１．研究開始当初の背景 
平成 12年度 4月にスタートした介護保険制
度は、利用者による介護サービスの自由選択
を基本システムとしており、自己選択システ
ムは利用者の不公平感を軽減するとともに、
サービス自体の向上につながると期待され
ている。利用者がサービスを選択できる条件

を整えるため、介護保険法では、指定事業者
に対して自ら提供するサービスの質を評価
することを義務付けるとともに、平成13年5
月厚生労働省社会・援護局は、「福祉サービ
スの第三者評価事業の実施要領について（指
針）」（通知）を発出し、以降第三者評価機関
が全国的に設置された。第3者評価制度の整
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備が進められてきたが、多様な評価概念、方
法が創出され‘評価’が標準化されず、また
評価をうけるかどうかが任意であるといっ
た難点があった。これを受けて新たな制度枠
組みとして、標準化されたフォーマットによ
り全事業所を対象として義務付けた「介護サ
ービス情報の公表」制度が平成 18年 4月施
行された。 
 
２．研究の目的 
 すべての事業所に訪問調査を実施し、事業
所が実施しているサービスの実態を利用者
に公表することは画期的なことである。こう
した介護サービス情報を有効に活用できる
よう、制度の周知や利用者の評価につながる
利用方法を提案していくことは重要である。
同時に介護支援専門員が利用者本位のケア
マネジメントを実施する際に、こうした介護
サービス情報の有効活用も望まれる。 
 本研究では、平成 18 年度に公表された神
奈川県の情報公表制度データの分析を通し
て介護保険サービスの課題と評価方法につ
いて検討することを目的としている。 
 
３．研究の方法 
事業所情報公表項目は大きくは「基本情
報」と「調査情報」の 2つがあり、本研究で
はサービス内容に直接かかわる「調査情報」
を集計、分析の対象とした。調査情報は大項
目、中項目、小項目、確認事項、確認のため
の材料というように階層的に構成され、確認
のための材料の有・無を集計の対象にした。 
 本研究でとりあげる介護サービスは、「居
宅介護支援」、「訪問介護」、「通所介護」の 3
つである。神奈川県下の全事業所が対象とな
り、居宅介護支援については 1132 事業所、
訪問介護については 1104 事業所、通所介護
については 620事業所が集計対象となった。 
 このようにすべての事業所に訪問調査を
実施し、事業所が実施しているサービスの実
態を利用者に公表することは画期的なこと
である。こうした介護サービス情報を住民が
有効に活用できるよう、公表制度の普及啓発
や情報入手の方法について周知していくこ
とは重要であるが、介護支援専門員が利用者

本位のケアマネジメントを実施する際に、本
稿のように介護サービス情報を活用するた
めに、調査結果の集計、分析により事業所の
課題を抽出し、課題の解決に向けた取り組み
を進めることは意義深いと考える。 
  公表される事業所情報は大きくは、‘基本情

報’と‘調査情報’がある。基本情報は事業所の

属性的項目からなり、事業所が行うサービスの種

類や従業者数、利用者数についての情報で構成さ

れ、調査情報ではサービスの内容や運営状況に関

する情報が提供される。本稿では後者の調査情報

を集計し、事業所の課題を抽出する。 

 調査情報は、「大項目」「中項目」「小項目」「確

認事項」「確認のための材料」で構成されている。

「大項目」と「中項目」について以下に示す。 

 

【大項目】 

 Ⅰ. 介護サービスの内容に関する事項 

（中項目） 

 1. 介護サービスの提供開始時における利用者

等、入所者等又は入院患者等に対する説明及

び契約等に当たり、利用者の権利擁護等のた

めに講じている措置 

 2. 利用者本位の介護サービスの質の確保のた

めに講じている措置 

 3. 相談、苦情等の対応のために講じている措置 

 4. 介護サービスの内容の評価、改善等のために

講じている措置 

 5. 介護サービスの質の確保、透明性の確保等の

ために実施している外部の者等との連携 

 

図１ Web上で公開されている情報公表制度による介護サービス情報 



 

 

【大項目】 

 Ⅱ.介護サービスを提供する事業所又は施設の

運営状況に関する事項 

（中項目） 

 1. 適切な事業運営の確保のために講じている

措置 

 2. 事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、

情報の共有等のために講じている措置 

 3. 安全管理及び衛生管理のために講じている

措置 

 4. 情報の管理、個人情報保護等のために講じて

いる措置 

 5. 介護サービスの質の確保のために総合的に

講じている措置 

 

 情報公表制度における居宅介護支援の「調査情

報」は最終的には、59項目にわたる‘確認のため

の材料’の「あり、なし」を訊ねることにより検

証される（図１参照）。 

それぞれの項目についての集計結果は、図２～

11に示すとおりである。図2～6までが「介護サー

ビスの内容に関する事項」で、図７～図11までが

「介護サービスを提供する事業所又は施設の運営

状況に関する事項」となっている。 

 

 確認のための材料の単純集計結果をみると、「あ

り」の割合が90％以上であった項目は56項目中26

項目あり、80％～90％未満であった項目は11項目

であり、60％～80％未満であった項目は12項目で

あった。 

 「あり」の割合が60％以下であった項目は７項

目あり、具体的には「居宅介護支援の質について

の自己評価の実施記録がある」（52.9％）、「マニュ

アル等の見直しについて検討された記録がある」

（48.5％）、「従業者対象の、倫理及び法令遵守に

関する研修の実施記録がある」（43.7％）、「利用者

に対する個人情報の利用目的の変更通知書（写）

がある」（43.3％）、「事業所全体のサービス内容を

検討する会議の設置規程等又は会議録がある」

（42.5％）、「介護支援専門員１人当たりの担当利

用者数を定めた職務規程がある」（41.6％）、「経営

改善の会議で利用者の意向等について検討された

記録がある」（39.0％）、であった。 

 
 
４．研究成果 
 情報公表制度における居宅介護支援の「調
査情報」は前述の通り大項目、中項目、小項
目に分類されている。大項目は、「介護サー
ビスの内容に関する事項」と「介護サービス
を提供する事業所又は施設の運営状況に関
する事項」に分類されている。そこで、サー
ビスの内容と事業所の運営状況の２つの側
面から、事業所の課題を整理する。 
 
 
(1) サービス内容に関する課題 
 居宅介護支援のサービス内容に着目して
「なし」の割合が多かった課題を抽出すると、
次のとおりとなる。 
 
【サービスの内容に関する課題】 
 1. 利用者のプライバシーの保護の取組み
に関する研修ができていない（34.5％） 
 2. 従業者に対する認知症及び認知症ケア
に関する知識及び理解を深めるための研修
ができていない（30.5％） 
 3. １か月に１回以上、サービス提供事業
所からサービスの実施状況を確認していな
い（30.5％） 
 4. 要介護認定を受けている利用者が要支
援認定を受けた場合、介護予防支援事業者と
連携を図っていない（28.4％） 
 
 こうしたことから、神奈川県下の居宅介護
支援事業所においては、利用者のプライバシ
ー保護に関する研修や認知症ケアに関する
研修の充実が課題といえる。また、ケアプラ
ンに対するサービス提供の実施状況を適切
に把握すること、介護予防支援事業者との連
携を図ることなどが課題として挙げられる。 
 
(2) 事業所の運営状況に関する課題 
 居宅介護支援事業所の運営状況に着目し
て課題を抽出すると、次のとおりである。 
 
【事業所の運営状況に関する課題】 
 1.  利用者の意向、意向調査結果、満足度
調査結果等を、経営改善プロセスに反映する
仕組みがない（61.0％） 
 2.  自ら提供する居宅介護支援の質につ
いて、定期的に自己評価を行っていない
（52.9％） 



 

 

 3.  マニュアル等の見直しについて検討
していない（48.5％） 
 4.  従業者を対象とした、倫理及び法令遵
守に関する研修を実施していない（43.7％） 
 5.  利用者及びその家族の個人情報の利
用目的の変更時には、利用者に対する通知又
は公表を行っていない（43.3％） 
 6.  事業所全体のサービスの質の確保に
ついて検討する仕組みがない（42.5％） 
 7. 介護支援専門員１人当たりの担当利用
者数の上限を、事業所独自に定めていない

（41.6％） 
 8. 個人情報の保護に関する方針について、
ホームページ、パンフレット等に掲載してい
ない（39.2％） 
 9．居宅介護支援の実施にあたっては、必
要に応じて、他の介護支援専門員が相談に応
じている（35.3％） 
 10.事業計画及び財務内容に関する資料を
閲覧可能な状態にしている（31.0％） 
 11.事業所の組織体制、従業者の権限、業
務分担及び協力体制を定めている（30.3） 

図２ 介護サービスの提供開始時における利用者等に対する説明

及び契約等に当たり、利用者の権利擁護等のために講じ

ている措置（N＝1132） 

図６ 介護サービスの質の確保、透明性の確保等のために実施し

ている外部の者等との連携（N＝1132） 

図３ 利用者本位の介護サービスの質の確保のために講じ

ている措置（N＝1132） 

図７ 適切な事業運営の確保のために講じている措置 



 

 

 12.居宅介護支援に従事する全ての新任の
従業者を対象とする研修を計画的に行って
いる（28.6％） 
 
 こうしたことから、居宅介護支援事業所の
運営に関する課題としては、1.利用者の意向
を取り入れた経営改善、2.居宅介護支援の質
へのこだわり、3.サービスマニュアルの見直
し、6.事業所全体のサービスの質の確保、が
上位にあげられている。利用者の意向、ニー
ズを取り入れ、自らサービスの質の向上を目

指した経営改善の仕組みの構築が重要課題
として明らかとなった。 

図４ 相談、苦情等の対応のために講じている措置（N＝1132） 図５ 介護サービスの内容の評価、改善等のために講じてい

る措置（N＝1132） 

図８ 事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、情報の共

有等のために講じている措置 

図10 情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置 

図９ 安全管理及び衛生管理のために講じている措置（N＝1132） 

図11 介護サービスの質の確保のために総合的に講じている措置 



 

 

具体的には、利用者や家族の意向を反映し
て、ケアプランを作成するとともに継続的に
モニタリングをするなかで、利用者や家族が
サービスに満足しているかを把握し、サービ
スの質の向上に向けた取り組みをマニュア
ル化する作業が求められているといえる。 
4.倫理及び法令遵守、5.個人情報の取り扱い、
8.個人情報の保護に関する方針の周知など
は、今後社会的にますます厳格な実施、運営
の要求が高まってくると考えられ、利用者の
目も厳しくなるであろう。現実的な供給サー
ビス以外の運営については２の次になって
しまいがちであるが、事業所が意識して注意
すべき課題であるといえる。 
7.介護支援専門員１人あたりの担当利用者
数の規定、10.事業計画・財務内容に関する
資料、11.事業所の組織体制、権限、業務分
担、12.新任研修等の課題は、事業所が組織
体として、ルールに則った運営を実施するた
めに必要な課題であり、組織体としての安定
した運営は事業所側からは効率的運営につ
ながり、利用側からはサービスの質の向上に
つながる。 
 全体でみると、「サービスの内容に関する
課題」より「事業所の運営状況に関する課題」
に抽出項目が多い傾向が見られた。アセスメ
ントシートの作成など日々の業務の中心と
なる作業については行っているが、その業務
の改善、効率的運営、コンプライアンス的側
面について十分でない事業所が多いことが
わかる。別の見方をすると、居宅介護支援の
事業所は日々の業務に追われ、サービスの質
の改善、組織運営について考慮、実施する時
間と余裕がない状況が浮かび上がっている
と推測することができる。 
 また、このような現状を受け介護施策は、
「サービス担当者会議」の開催の義務化、ま
た少なくとも１ヶ月に１回、サービス利用者
がどのような状態にあるのかを訪問して評
価する「モニタリング」の実施義務などの例
にあげられるように居宅介護支援の運営基
準は厳格化の方向にある。同時に報酬体系の
改訂により、担当件数の増加が収入増に結び
つかない状況があり、居宅介護支援の現場で
は、事務作業量の増加と収入減という２重苦
にされ、2008 年度は居宅介護支援事業所の
倒産件数は過去最悪のペースとなっている。 
 現在の状況としては、サービスの質の低下
→利用者満足の低下→行政指導→事務負担
増加→サービスの質の低下という悪循環が
考えられる。事業所の収支状態は、サービス
の質の状態に大きな影響を与えるファクタ
ーであり、今後は「経営」という視点を強く
導入し、運営の効率化→サービスの質の向上
→利用者満足の上昇→経営の安定→サービ
スの質の向上というサイクルへの転換が求
められているといえよう。 
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